
令和 8 年度普通交付税（市町村分）の決定について 

総合政策部地域行政局市町村課 

令和８年度の普通交付税（市町村分）が７月24日に次のとおり決定されました。 

 

１  令和 8 年度普通交付税決定額  

（単位：百万円、％） 

区 分 
令和８年度 

A 

令和７年度 

B 

増 減 額 

( A - B ) C 

増 減 率 

( C / B × 1 0 0 ) 

札 幌 市 165,377 149,270 16,107 10.8 

都 市 （ 3 4 市 ） 325,082 319,518 5,564 1.7 

町 村 （ 1 4 3 町 村 ） 413,953 400,233 13,720 3.4 

合 計 904,412 869,021 35,391 4.1 

全

国 

総 計 18,973,735 17,819,788 1,153,947 6.5 

う ち 市 町 村 分 8,869,736 8,547,545 322,191 3.8 

注：１ 市町村別の決定額は別紙のとおり。なお、泊村は不交付団体。 
２ 端数処理により合計と内訳が一致しない場合がある。 

 

２  令和 8 年度普通交付税の算定結果の特徴  

（１）道内市町村の普通交付税の総額は9,044億 12百万円となり、前年度比で4.1％増となった。 

（２）基準財政需要額は、「臨時財政対策債償還基金費」（＋278.9 億円）や「地域振興費（人口）」（＋99.5

億円）等の伸びにより算定額が増加した。 

（３）基準財政収入額は、「地方消費税交付金」（＋150.9億円）や「市町村民税（所得割）」（＋122.1億円）

等の伸びにより算定額が増加した。 

（４）臨時財政対策債発行可能額は、令和７年度に引き続きゼロとなった。 

（５）前年度に比べ増減の大きな団体は次のとおり。 

 ＜増加した主な団体＞ 

  ・ニセコ町 13.5％増 

【主な理由】「高等学校費」の増及び「過疎対策事業債償還費」の増による交付税の増 

   ・札 幌 市 10.8％増 

【主な理由】「その他の教育費」の増及び「社会福祉費」の増による交付税の増 

・留寿都村 10.6％増 

【主な理由】「固定資産税（償却資産）」の減による交付税の増 

 

 ＜減少した主な団体＞ 

  ・倶知安町 36.2％減 

【主な理由】「固定資産税（土地）」の増及び「市町村民税（所得割）」の増による交付税の減 

    ・北広島市  5.1％減 

【主な理由】「市町村民税（法人税割）」の増及び「地方消費税交付金」の増による交付税の減 

  ・千 歳 市  5.1％減 

【主な理由】「固定資産税（償却資産）」の増及び「地方消費税交付金」の増による交付税の減 

 

３  全国の算定結果  

普通交付税の全国総額は、18兆 9,737億円となり、前年度の普通交付税の額の6.5％増となった。 


